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短答式試験問題集［民事系科目］
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［民事系科目］

〔第１問〕（配点：２）

未成年者に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№１］）

ア．未成年者は，その法定代理人が目的を定めないで処分を許した財産を自由に処分することが

できる。

イ．意思表示の相手方が意思表示を受けた時に未成年者であったときは，その意思表示は効力を

生じない。

ウ．未成年者は，養親となることができない。

エ．未成年者は，遺言をすることができない。

オ．未成年者Ａの子に対する親権は，Ａの親権者がＡに代わって行使する。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第２問〕（配点：２）

Ａから動産甲を購入する旨の契約を締結したＢが，契約締結時に代金のうち一部を支払い，その

後，残代金の弁済を提供して動産甲の引渡しを求めたにもかかわらずＡがこれに応ぜず，それから

相当期間が経過した後にＡがその住所を去って行方が分からなくなった場合に関する次のアからエ

までの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から６までのうちどれか。（解答欄

は，［№２］）

ア．Ａがその財産の管理人を置かないで行方不明になった場合において，家庭裁判所は，Ｂの請

求により，Ａの財産の管理について必要な処分を命ずることができる。

イ．Ｂは，債権者を確知することができないとの理由により，残代金を供託してその債務を免れ

ることができる。

ウ．ＢがＡとの売買契約を解除する旨の意思表示は，公示の方法によってすることができるが，

ＢがＡの所在を知らないことについて過失があったときは，公示による意思表示は到達の効力

を生じない。

エ．Ａがその住所を去った後国外にいた場合，Ａの債務不履行を理由とする動産甲に係る売買契

約の解除権の消滅時効は，その国外にいる期間その進行を停止する。

１．ア イ ２．ア ウ ３．ア エ ４．イ ウ ５．イ エ ６．ウ エ

〔第３問〕（配点：２）

取消しに関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№３］）

ア．第三者の強迫によって不動産の売却を承諾した者は，売買の相手方が強迫の事実を知らなか

った場合には，その承諾を取り消すことができない。

イ．相手方の詐欺によって不動産の売却を承諾した者は，その承諾を取り消す前に善意の第三者

がその不動産を譲り受けて登記を備えた場合において，取消しをその第三者に対抗することが

できない。

ウ．民法上の詐欺に該当しない場合であっても，事業者が不動産の売買契約の締結について勧誘

をするに際し，重要事項について事実と異なることを告げたことにより，消費者がその内容が

事実であるとの誤認をして契約の申込みをしたときは，消費者は，その申込みを取り消すこと

ができる。

エ．未成年の時における不動産の売買により代金債務を負担した者は，成年に達した後にその代

金を支払った場合であっても，売買の当時未成年者であったことを理由としてその売買を取り



- 3 -

消すことができる。

オ．取り消された行為は，初めから無効であったものとみなされるのが原則であるが，婚姻及び

養子縁組の取消しは，いずれも将来に向かってのみその効力を生ずる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ

〔第４問〕（配点：２）

催告に関する次のアからエまでの各記述のうち，正しいものは，後記１から５までのうちどれか。

（解答欄は，［№４］）

ア．被保佐人の締結した契約について，相手方が被保佐人に対して１か月以上の期間を定めて，

保佐人の追認を得るべき旨の催告をしたにもかかわらず，被保佐人がその期間内にその追認を

得た旨の通知を発しないときは，以後，その相手方は被保佐人が締結した契約であることを理

由に契約を取り消されることはない。

イ．売買の一方の予約における完結の意思表示について期間を定めなかったときに，予約者が相

手方に対し，相当の期間を定めて，売買を完結するかどうかを確答すべき旨の催告をしたにも

かかわらず確答がなかったときは，予約者は，相手方に対し，売買契約の履行を請求すること

はできない。

ウ．債務不履行責任を負う契約当事者が，相手方に対し契約を解除するかどうかを確答すべき旨

の催告をしたにもかかわらず確答がなかったときは，以後，その当事者は，相手方から損害賠

償の請求を受けることはない。

エ．無権代理人の締結した契約について，相手方が本人に対して，相当の期間を定めて，追認す

るかどうかを確答すべき旨の催告をしたにもかかわらず確答がなかったときは，その相手方

は，本人に対して，契約の履行を請求することができる。

１．ア ２．イ ３．ウ ４．エ ５．正しいものはない

〔第５問〕（配点：２）

条件及び期限に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№５］）

ア．判例によれば，条件の成就によって利益を受ける者が故意に条件を成就させた場合には，相

手方は，条件が成就していないものとみなすことができる。

イ．相殺の意思表示には，期限を付することはできるが，条件を付することはできない。

ウ．金銭債務の債務者が担保を提供する義務を負う場合において，担保を提供しないときは，債

務者は，期限の利益を主張することができない。

エ．相当の期間を定めて催告をするのと同時に，その期間内に履行されないことを停止条件とし

て解除の意思表示をしても，その解除は無効である。

オ．停止条件付の法律行為は，その条件が単に債務者の意思のみに係るときは，無効である。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ
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〔第６問〕（配点：２）

消滅時効の中断に関する次のアからエまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているもの

を組み合わせたものは，後記１から６までのうちどれか。（解答欄は，［№６］）

ア．ＡがＢに対して有する債権をＣが連帯保証し，Ｃに対するＡの連帯保証債権を担保するた

め，Ｄが物上保証人になった場合において，ＡがＤに対して担保不動産競売を申し立て，その

手続が進行することは，Ｂの主債務の消滅時効の中断事由に該当する。

イ．物上保証人に対する担保不動産競売の申立てにより，執行裁判所が競売開始決定をし，これ

が債務者に送達された場合には，債権者の債務者に対する被担保債権について消滅時効は中断

する。

ウ．強制競売の手続において執行力のある債務名義の正本を有する債権者がする配当要求は，差

押えに準ずるものとして，配当要求に係る債権につき時効中断の効力を生ずる。

エ．強制競売の手続において催告を受けた抵当権者がする債権の届出は，破産手続参加に準ずる

ものとして，その届出に係る債権につき時効中断の効力を生ずる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．ア エ ４．イ ウ ５．イ エ ６．ウ エ

〔第７問〕（配点：２）

占有に関する次のアからエまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から６までのうちどれか。（解答欄は，［№７］）

ア．占有主体に変更があって承継された二個以上の占有が併せて主張された場合は，占有者の善

意無過失は，最初の占有者の占有開始時に判定される。

イ．他主占有の相続人が独自の占有に基づく取得時効の成立を主張する場合，その占有が所有の

意思に基づくものでないことについて，取得時効の成立を争う者が主張立証しなければならな

い。

ウ．権利能力なき社団の占有する不動産を，法人格を取得した以降，当該法人が引き継いで占有

している場合には，当該不動産の時効取得について，その法人格取得の日を起算点として主張

することはできない。

エ．他人の所有地上の建物に居住している者がその敷地を占有する権原については，その者がそ

の権原の主張立証責任を負う。

１．ア イ ２．ア ウ ３．ア エ ４．イ ウ ５．イ エ ６．ウ エ

〔第８問〕（配点：２）

差止請求権等の他人に対し行為を請求する権利に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例

の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄

は，［№８］）

ア．裁判所は，他人のプライバシーを侵害した者に対し，被害者の請求により，損害賠償に代え，

プライバシーを保護するのに適当な処分を命ずることができる。

イ．隣地の竹木の枝が境界線を越えるときは，自らその枝を切除することはできるが，その竹木

の所有者に，その枝を切除させることはできない。

ウ．一般財団法人の理事が専ら法人の業務として管理している物を他人が侵奪した場合におい

て，その他人に対し占有回収の訴えを提起して返還を請求することができる者は，その一般財

団法人であり，理事個人ではない。

エ．親権者の下で監護されている幼児で意思能力のないものを連れ去り，その子を不当に拘束し

ている者に対しては，人身保護法に基づく救済を請求することができる。

オ．通行のために設定された地役権を有する者は，承役地のうち通路として開設された部分に物

件を置いて通行を困難にする者に対し，通路である土地の部分の明渡しを請求することができ
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る。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第９問〕（配点：２）

付合と従物に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№９］）

ア．土地を使用する権原のない者が作物の種をまき，これを自ら育てた場合には，生育中の作物

の所有権は，種をまいた者に帰属する。

イ．所有者を異にする数個の動産が結合して，損傷することなく分離することができなくなった

場合には，その合成物の所有権は，主たる動産の所有者に帰属する。

ウ．ガソリンスタンドが営まれている借地上の店舗用建物に設定された抵当権が実行された場合

において，競売手続によりその所有権を取得した者は，抵当権設定当時に存した地下タンクの

所有権をも取得する。

エ．建物の賃借人は，賃貸人の承諾を得て建物に増築を行っても，増築部分が取引上の独立性を

有しない場合には，当該増築部分の所有権を取得しない。

オ．付合した動産について主従の区別をすることができないときは，各動産の所有者のうち一人

又は数人の請求により，裁判所がその所有者を定める。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第10問〕（配点：２）

共有に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№10］）

ア．共有者全員が賃貸人となり共有物を目的とする賃貸借契約が締結された場合，その賃貸借契

約を解除するには，共有者全員が解除権を行使しなければならない。

イ．Ａ，Ｂ及びＣが共有者である共有不動産についての裁判による分割において，ＡとＢが原告

となり，Ｃを被告として分割請求をした場合，Ｃの持分の限度で現物を分割し，残りの部分を

ＡとＢの共有とする方法は許される。

ウ．組合財産である不動産について，所有権を有しないにもかかわらず登記簿上その所有者とし

ての登記が行われている者に対して，組合員の一人が単独で登記の抹消を請求することはでき

ない。

エ．被相続人が遺言をしないで死亡したことにより相続人の共有となった財産の分割は，裁判所

が判決手続によって行うことができない。

オ．要役地の共有者の一人のために時効の中断がある場合であっても，他の共有者との関係で

は，消滅時効は進行する。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ
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〔第11問〕（配点：２）

質権に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№11］）

１．質権者は，質物の所有者の承諾がなくても，質物をさらに質入れすることができる。

２．動産質は，引渡しがなければ効力を生じないことから，同一の動産について，複数の質権が

設定されることはない。

３．不動産質権者は，不動産を使用収益することができるから，当事者間で特約をしても利息を

請求することはできない。

４．法人を債権者とする指名債権の債権質については，確定日付のある証書をもってする通知又

は承諾によってのみ，債務者以外の第三者に対する対抗要件を具備することができる。

５．動産質の質権者が第三者に占有を奪われた場合，質権に基づいて返還請求をすることができ

る。

〔第12問〕（配点：２）

ＡのＢに対する１０００万円の債権を担保するために甲土地及び乙土地に第一順位の抵当権が設

定された場合に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを２

個選びなさい。なお，各記述において，競売の結果として債権者に配当することが可能な金額は，

甲土地及び乙土地のいずれについてもそれぞれ１０００万円であり，また，各債権者が有する債権

の利息及び損害金は考慮しないものとする。（解答欄は，［№12］，［№13］順不同）

１．甲土地及び乙土地をＢが所有し，甲土地にＣが１０００万円の債権を担保するために第二順

位の抵当権の設定を受けている場合，甲土地及び乙土地が同時に競売されたときは，Ｃは１０

００万円の配当を受けることができる。

２．甲土地及び乙土地をＢが所有し，甲土地にＣが１０００万円の債権を担保するために第二順

位の抵当権の設定を，乙土地にＤが１０００万円の債権を担保するために第二順位の抵当権の

設定をそれぞれ受けている場合，甲土地のみが競売されたときは，その後の乙土地の競売の際

に，Ｃ及びＤはそれぞれ５００万円の配当を受けることができる。

３．甲土地をＢが，乙土地をＥが所有し，甲土地にＣが１０００万円の債権を担保するために第

二順位の抵当権の設定を，乙土地にＤが１０００万円の債権を担保するために第二順位の抵当

権の設定をそれぞれ受けている場合，甲土地のみが競売されたときは，その後の乙土地の競売

の際に，Ｃは配当を受けることができず，Ｄは１０００万円の配当を受けることができる。

４．甲土地をＢが，乙土地をＥが所有し，甲土地にＣが１０００万円の債権を担保するために第

二順位の抵当権の設定を，乙土地にＤが１０００万円の債権を担保するために第二順位の抵当

権の設定をそれぞれ受けている場合，乙土地のみが競売されたときは，その後の甲土地の競売

の際に，Ｃは１０００万円の配当を受けることができ，Ｄは配当を受けることができない。

〔第13問〕（配点：２）

ＡがＢに対し有する甲債権を担保するため，Ｂが所有する乙土地を目的とする第一順位の抵当権

が設定されてその旨が登記され，また，Ｃが保証人となった場合に関する次の１から５までの各記

述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，［№14］）

１．乙土地について第二順位の抵当権の設定を受けその旨の登記をしているＤに対しＡが抵当権

の順位を譲渡する場合において，その旨をＡが債権譲渡の対抗要件に関する規定に従いＢに通

知したときには，Ｄは，Ｃに対し抵当権の順位の譲渡を受けたことを対抗することができる。

２．Ｂに対して債権を有するＥに対しＡが抵当権を譲渡する場合において，その旨をＡが債権譲

渡の対抗要件に関する規定に従いＢに通知したときには，Ｅは，Ｃに対し抵当権の譲渡を受け

たことを対抗することができる。

３．Ｄに対しＡが抵当権の順位を譲渡したにもかかわらずその旨の登記がされていない場合にお
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いて，Ａが乙土地の抵当権をＥに譲渡してその旨の登記をしたときには，Ｅは，Ｄに対し抵当

権の譲渡を受けたことを対抗することができる。

４．ＣがＡに対し保証債務の全額を弁済して乙土地のＡの抵当権に代位の登記をしたときには，

その後，Ｂが乙土地をＦに譲渡してその旨の登記がされても，Ｃは，乙土地にＡが有していた

抵当権を行使することができる。

５．Ａが，Ｂに対し有する甲債権をＧに譲渡し，その旨をＢに通知した場合において，Ｇから保

証債務の履行を請求する訴訟を提起されたＣは，Ｃに対する債権譲渡の通知がされるまで保証

債務を弁済しない旨の抗弁を提出して請求棄却の判決を得ることができる。

〔第14問〕（配点：２）

債権の目的に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№15］）

ア．特定物の引渡しを目的とする債権の債務者は，その引渡しをするまで，自己の財産に対する

のと同一の注意をもって，その物を保存すべき義務を負う。

イ．外国の通貨で債権額を指定したときであっても，債務者は，外国の通貨でなく日本の通貨で

弁済をすることができる。

ウ．弁済期が到来した利息債権は，元本債権から分離して譲渡することができない。

エ．債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは，その選択権は，特約のない限

り，債権者に帰属する。

オ．債権の目的が２個の給付の中から選択によって定まる場合に，選択権を有しない当事者の過

失によらないで，その給付の一方が後に至って不能となったときは，債権の目的は他方に特定

する。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第15問〕（配点：３）

債権の効力に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№16］）

ア．債務者が債務を弁済しない場合に，債権者がその債務の履行を請求する訴えを提起しないと

いう当事者間の合意は，無効である。

イ．債務者が債務を弁済しない場合に，債権者がその債務に係る強制執行をしないという当事者

間の合意は，無効である。

ウ．組合の債務者は，その債務と組合員に対する債権とを相殺することができない。

エ．ある債務の消滅時効の完成後に，債務者がそのことを知らずにその債務を弁済したときは，

債務者は，不当利得として弁済金相当額の返還を請求することができる。

オ．限定承認をした相続人に相続債務の支払を命ずる判決には，相続財産の限度で支払を命ずる

旨の留保をしなければならない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ
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〔第16問〕（配点：２）

安全配慮義務に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを

組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№17］）

ア．使用者が労働者に対して負担する安全配慮義務に違反したことを理由として損害賠償を請求

する訴訟においては，損害賠償を請求する者が，使用者の義務内容を特定し，かつ，義務違反

に該当する事実を主張立証する責任を負う。

イ．安全配慮義務に違反したことを理由として損害賠償を請求する場合には，使用者が負う損害

賠償債務は，請求を受けた日が経過した時から遅滞に陥る。

ウ．安全配慮義務は，使用者が労働者の生命及び健康等の安全を確保する包括的な義務であるか

ら，使用者の履行補助者が道路交通法に基づいて負うべき注意義務に違反した場合には，その

注意義務違反を理由として，使用者の安全配慮義務違反が認められる。

エ．労働者の勤務場所に第三者が侵入して労働者に危害を加えた場合には，その第三者による故

意の加害行為が介在していることから，使用者は，安全配慮義務違反による損害賠償責任を負

うことはない。

オ．安全配慮義務は，特別な社会的接触の関係に入った当事者間において信義則上認められるも

のであるから，元請企業が下請企業を用いる場合には，元請企業は，下請企業に雇用される労

働者に対しても，安全配慮義務を負うことがある。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第17問〕（配点：２）

損害賠償に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれ

か。（解答欄は，［№18］）

１．弁済期の定めのない金銭消費貸借契約から発生した貸金債権は，貸主が相当の期間を定めず

に催告をしても，相当の期間を経過した時から遅滞に陥る。

２．善意の不当利得者の返還債務は，債務者が履行の請求を受けた日が経過した時から遅滞に陥

る。

３．不法行為と相当因果関係に立つ損害である弁護士費用の損害賠償請求権は，弁護士費用を支

出した日が経過した時から遅滞に陥る。

４．受任者は，委任事務を処理するため自己に過失なく損害を受けたときは，委任者に対し，そ

の賠償を請求することができる。

５．不動産の売買契約において，その財産権移転義務が売主の責めに帰すべき事由により履行不

能となった場合には，買主は，契約を解除することなく填補賠償を請求することができる。

〔第18問〕（配点：２）

保証に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№19］）

ア．不動産の売買契約における売主の債務を保証することはできない。

イ．貸金等根保証契約においては，元本の確定期日を定めた場合であっても，極度額を定めなけ

れば，その効力を生じない。

ウ．身元保証人たる地位は，身元保証人が死亡した場合には相続されない。

エ．賃貸借契約において賃借人が賃貸人に対して負う債務を期間の定めなく保証した保証人は，

保証契約の成立後相当の期間が経過したときは，保証契約を将来に向けて解約することができ

る。

オ．賃貸借契約において賃借人が賃貸人に対して負う債務を期間の定めなく保証した保証人は，

賃貸借契約の存続期間中に賃借人が死亡し，その相続人が賃貸借契約上の地位を承継したとき



- 9 -

は，その承継後に生じた賃借人の債務につき責めを負わない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第19問〕（配点：３）

債権の譲渡及び契約上の地位の移転についての主張立証責任に関する次のアからオまでの各記述

のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれ

か。（解答欄は，［№20］）

ア．無断転貸を理由に賃貸借契約を解除して，賃借人に対し目的物の返還を求める賃貸人は，転

貸借につき自らが承諾をしていないことを主張立証する必要はない。

イ．譲渡禁止特約付債権が譲渡され，譲受人が債務者に対し譲渡債権の履行を請求する場合，譲

受人は，自己が譲渡禁止特約を知らなかったことを主張立証しなければならない。

ウ．自己所有建物を賃貸して賃借人に引き渡していた者がこの建物を譲渡した場合において，建

物の譲受人が賃借人に対し賃料の支払を求めるとき，建物の譲受人は，建物所有権移転登記を

了していれば，賃貸人の地位の移転につき賃借人の承諾があったことを主張立証する必要はな

い。

エ．債権が二重に譲渡されたが，債務者がいずれの譲受人にも弁済していない場合において，譲

受人の一人が債務者に対し譲受債権の履行を請求するとき，この譲受人は，競合する債権譲渡

よりも前に自己への譲渡につき債権譲渡の第三者に対する対抗要件を具備したことを主張立証

しなければならない。

オ．債権の譲受人が債務者に対して譲受債権の履行を請求してきたときに，債務者がこれを拒む

ためには，債権譲渡の通知がなくその承諾もないことを主張立証する必要はない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第20問〕（配点：２）

債務の引受けに関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれ

か。（解答欄は，［№21］）

１．免責的債務引受は，債権者，債務者及び引受人の三者の合意によらなければ，効力を生じな

い。

２．主たる債務について免責的債務引受がされた場合には，保証債務は存続する。

３．債権者と引受人との間の合意による併存的債務引受は，債務者の意思に反してすることはで

きない。

４．債務者と引受人との間の合意により併存的債務引受がされた場合には，債権者が受益の意思

を表示した時に，債権者の引受人に対する債権が発生する。

５．併存的債務引受がされた場合には，引受人は，引受けに係る債務の消滅時効期間が債務引受

までに満了したとしても，その時効を援用することができない。



- 10 -

〔第21問〕（配点：２）

弁済の提供に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはど

れか。（解答欄は，［№22］）

１．金銭債務の債務者が弁済のため債権者に提供した額が債務の額にわずかに不足する場合であ

っても，債務の全額を提供していない以上，弁済の提供の効力が生ずることはない。

２．金銭債務の債務者が現金を債権者の住所に持参して受領を催告したにもかかわらず，債権者

がその受領を拒絶した場合には，債権者の面前に現金を提示しなくても，現実の提供となる。

３．弁済の準備ができない経済状態にあるため口頭の提供をすることができない債務者は，債権

者が弁済を受領しない意思が明確な場合であっても，弁済の提供をしないことによる債務不履

行の責任を免れない。

４．金銭債務の債務者が債務の弁済期に現実の提供をしたが，債権者がその受領を拒絶した場合

には，債務者は，提供後の遅延損害金の支払義務を負わない。

５．債務者が金銭債務の弁済のために債務者個人が振り出した小切手を提供しても，債務の本旨

に従った弁済の提供とならない。

〔第22問〕（配点：２）

贈与に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№

23］，［№24］順不同）

１．書面によらない贈与の受贈者は，贈与者に対して贈与の履行を求めることができない。

２．特定物を受贈者の負担なく贈与する場合において，目的物に瑕疵があることを贈与者が知ら

ずに贈与したときには，その瑕疵について贈与者は担保責任を負わない。

３．判例によれば，書面によらない不動産の贈与において，受贈者に登記を移転すれば，引渡し

が未了でも，贈与者は贈与を撤回することができない。

４．判例によれば，贈与において，受贈者にあてた書面がなければ，贈与者は書面によらない贈

与として，これを撤回することができる。

５．死因贈与は，贈与者の単独の行為によってすることができる。

〔第23問〕（配点：２）

賃貸借契約に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№25］）

ア．賃借人が，賃貸借の目的物について，目的物を通常の使用収益に適する状態で保存するため

に必要な費用を支出した場合は，賃貸人に対し，賃貸借の終了を待ってその償還を請求するこ

とができる。

イ．判例によれば，賃貸借の目的物が譲渡され，その譲受人が賃貸人たる地位を承継した場合に

おいて，その承継前に，賃借人が従前の賃貸人に対して賃貸借契約上の未履行の債務を負担し

ていたときには，敷金は従前の賃貸人に対する上記債務の弁済に充当され，残額があれば，そ

の返還債務が譲受人に承継される。

ウ．賃借権が譲渡され，これについて賃貸人の承諾がある場合には，賃貸借関係が同一の内容で

譲受人に移転し，従前の賃借人が賃貸人に対して負っていた目的物の保管義務違反による損害

賠償債務も当然に譲受人に移転する。

エ．期間の定めのない賃貸借は，いつでも解約の申入れをすることができ，これによって賃貸借

は直ちに終了する。

オ．動産の賃借人が，その所有者である賃貸人の承諾を得てこれを転借人に転貸していたとこ

ろ，賃借人と賃貸人との間の賃貸借の期間が満了し，同賃貸借が更新されなかった場合，賃貸

人は転借人に対して，所有権に基づいて目的物の返還を請求することができる。
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１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第24問〕（配点：２）

Ａが所有する土地をＡから建物所有目的で賃借したＢが，同土地上に自ら建築して所有する建物

をＣに賃貸して引き渡した場合に関する次のアからエまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正

しいものを組み合わせたものは，後記１から６までのうちどれか。（解答欄は，［№26］）

ア．ＢがＣに対し建物を賃貸することをＡが承諾していない場合において，Ａは，この建物賃貸

がＢのＡに対する背信行為でないと認められる特別の事情のあるときを除き，Ｃに対し建物の

明渡しを請求することができる。

イ．ＡとＢが土地の賃貸借を解除する旨の合意をした場合において，Ａは，特別の事情のない限

り，Ｃに対し土地の賃貸借の終了を主張することができない。

ウ．ＡがＢの賃料不払を理由に土地の賃貸借を解除した場合において，Ｃは，Ａが土地の賃料の

支払をＣに対し催告しなかったことを理由に，土地の賃貸借の終了を否定することができな

い。

エ．Ａが土地の賃料の支払をＣに対し催告した場合において，Ｃは，Ｂの意思に反するときは，

この催告に応じて賃料を支払うことができない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．ア エ ４．イ ウ ５．イ エ ６．ウ エ

〔第25問〕（配点：２）

請負契約に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，［№

27］）

１．請負契約は，報酬額が具体的に定められていない場合であっても，報酬額の決定方法が定め

られていれば成立する。

２．判例によれば，請負人が注文者に対して報酬請求をしたのに対して，注文者が目的物の瑕疵

修補に代わる損害賠償請求権を自働債権とする相殺の意思表示をした場合，注文者は，請負人

に対する相殺後の報酬債務について，相殺適状時から履行遅滞による責任を負う。

３．請負人が注文者に対して報酬請求をした場合に，仕事の目的物に瑕疵があり，注文者が瑕疵

の修補を請求したときは，注文者は，報酬の支払を拒むことができる。

４．判例によれば，建築請負の仕事の目的物である建物に重大な瑕疵があるためにこれを建て替

えざるを得ない場合には，注文者は，請負人に対し，建物の建替えに要する費用相当額を損害

としてその賠償を請求することができる。

５．判例によれば，請負人が仕事を完成しない間は，注文者はいつでも損害を賠償して契約の解

除をすることができるが，仕事の内容が可分であり，既にその一部が完成し，完成部分が注文

者にとって有益なものである場合には，注文者は，未完成部分に限り契約の解除をすることが

できる。
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〔第26問〕（配点：２）

委任契約に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№28］）

ア．委任者と受任者との間で報酬を支払う旨の合意がされた場合であっても，委任事務の履行の

中途において，受任者が委任契約を解除したときは，受任者は，報酬の支払を請求することが

できない。

イ．受任者は，委任事務を処理するのに必要と認められる費用を支出したときは，委任者に対

し，その費用及び支出の日以後におけるその利息の償還を請求することができる。

ウ．受任者が，委任事務を処理するに当たって，金銭その他の物を受け取ったときは，直ちにこ

れを委任者に引き渡さなければならない。

エ．受任者が委任事務を処理するために善良な管理者の注意をもって支出した費用は，それが，

後日の結果からみて必要ではなかった場合であっても，委任者に対しその償還を請求すること

ができる。

オ．任意後見契約は，公正証書に限らず，その他の書面によってもすることができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第27問〕（配点：２）

契約当事者間で債務の履行を請求する訴訟において請求原因として主張立証すべき事実に関する

次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№29］）

１．不動産の売買契約に基づき代金の支払を請求する訴訟においては，売買契約が締結されたこ

と及び代金債権の履行期の定めを請求原因として主張立証しなければならない。

２．不動産の売買契約に基づき目的物の引渡しを請求する訴訟においては，売買契約が締結され

たこと及び同契約の締結当時目的物の所有権が売主に帰属していたことを請求原因として主張

立証しなければならない。

３．動産の賃貸借契約の終了に基づき目的物の返還を請求する訴訟においては，賃貸借契約の締

結，これに基づく目的物の引渡し及び賃貸借契約の終了原因事実を請求原因として主張立証し

なければならない。

４．委任契約に基づき受任者が費用の前払を請求する訴訟においては，委任契約が締結されたこ

と及び委任の報酬の定めを請求原因として主張立証しなければならない。

５．請負契約に基づき報酬の支払を請求する訴訟においては，請負契約が締結されたこと及び仕

事の目的物の引渡しを要するときはこれを引き渡したことを請求原因として主張立証しなけれ

ばならない。

〔第28問〕（配点：２）

不当利得に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№30］）

１．不当利得における悪意の受益者は，その受けた利益に利息を付して返還しなければならず，

なお損害があるときはその賠償の責任も負う。

２．債務が存在しないにもかかわらず，その事実を知り，又は過失により知らないで，債務の弁

済として給付をした者は，その給付したものの返還を請求することができない。

３．債務者は，錯誤により弁済期にあると誤信して，弁済期にない自己の債務の弁済として給付

をした場合には，その給付の返還を請求することができる。

４．第三者による弁済も有効であるから，錯誤により他人の債務を弁済した場合であっても，そ

の弁済をした者は，債権者に対して返還を請求することはできない。

５．判例によれば，強行法規に違反する給付は，不法な原因のために給付をしたものとして，返

還を請求することができない。
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〔第29問〕（配点：２）

Ａは自転車を運転して歩道上を走行中，前方不注視により，歩行者Ｂに衝突し，Ｂが負傷した。

この事例に関する次のアからエまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記

１から６までのうちどれか。（解答欄は，［№31］）

ア．Ａが５歳の幼児である場合，ＡはＢに対して損害賠償義務を負うことはなく，Ａの親権者で

あるＣが，Ａに対する監督義務を怠らなかったとき及びその義務を怠らなくても損害が生ずべ

きであったときを除き，Ｂに対して損害賠償義務を負う。

イ．判例によれば，Ａが１４歳の中学生である場合，ＡはＢに対して損害賠償義務を負い，Ａの

親権者であるＣはＢに対して損害賠償義務を負うことはない。

ウ．判例によれば，ＡがＤ社の従業員であり，Ｄ社の業務中に自転車を運転していた場合，Ｄ社

がＢに対して損害額全額を賠償したときは，Ｄ社はＡに対して信義則上相当と認められる限度

において求償することができる。

エ．ＢがＡに対し損害賠償請求をする場合，Ａの過失を主張立証する必要はないが，Ｂの損害の

発生及びその額を主張立証する必要がある。

１．ア イ ２．ア ウ ３．ア エ ４．イ ウ ５．イ エ ６．ウ エ

〔第30問〕（配点：２）

次のアからオまでの各権利のうち，形成権としての性質を有するものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№32］）

ア．根抵当権の元本が確定した後の極度額減額請求権

イ．建物の所有を目的とする土地の賃貸借における賃料減額請求権

ウ．建物の賃貸借が終了した後の敷金返還請求権

エ．動産が付合したときの従たる動産の所有者が有する償金請求権

オ．表見相続人に対する真正相続人の相続回復請求権

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第31問〕（配点：２）

親族に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№33］）

ア．妻の親と夫の親とは姻族である。

イ．直系血族及び兄弟姉妹は，互いに扶養する義務があり，家庭裁判所は，特別の事情があると

きは，３親等内の親族間においても扶養の義務を負わせることができる。

ウ．配偶者は，１親等の姻族である。

エ．精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者については，その者の４親等の

親族は，家庭裁判所に後見開始の審判の申立てをすることができる。

オ．直系血族及び３親等内の傍系血族の間では，婚姻することができないので，養子と養親の実

子は婚姻することができない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ
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〔第32問〕（配点：２）

養子縁組に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№34］）

ア．養子となるべき者が尊属又は年長者であるときは，これを養子とすることはできない。

イ．未成年者を養子とする養子縁組は，自己又は配偶者の直系卑属を養子とする場合を除き，家

庭裁判所の許可の審判があった時に成立する。

ウ．配偶者のある者が養子となる縁組をするには，配偶者とともに縁組をする場合又は配偶者が

その意思を表示することができない場合を除き，その配偶者の同意を得なければならない。

エ．養子縁組をした養子に子がある場合，養子縁組の日から，養子の子と養親との間において血

族間におけるのと同一の親族関係を生ずる。

オ．特別養子縁組の養親となる夫婦の一方のみが２５歳に達していない場合は，その者が２０歳

に達していれば，夫婦が共に特別養子縁組の養親となることができる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ

〔第33問〕（配点：２）

未成年であるＡの母はＢであり，父はＣであるが，ＢがＡの親権者であり，ＢとＣは婚姻をして

いない場合に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№35］）

ア．ＢがＡの監護に関して第三者と法律行為をしたときに，Ｃは，これによって生じた債務につ

いて，連帯してその責任を負う。

イ．Ａが単独で第三者と法律行為をしたがＣがこれを追認したときは，Ｂは，当該法律行為を取

り消すことができない。

ウ．ＡがＣを殺害しようとしたために刑に処せられた場合において，Ａは，Ｃの相続人となるこ

とができない。

エ．ＤがＡを殺害した場合において，Ｂ及びＣは，Ｄに対し，それにより被った精神的損害の賠

償を請求することができる。

オ．家庭裁判所は，Ｂの意思に反しない場合において，Ａの利益のため必要があると認めるとき

は，Ａの親族の請求によって，ＢとともにＣを親権者と定める審判をすることができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第34問〕（配点：２）

相続人に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№

36］，［№37］順不同）

１．被相続人の兄弟姉妹が相続人となるべき場合，兄弟姉妹のうち相続の開始以前に死亡した者

についてはその者の子が代襲して相続人となり，代襲者も相続の開始以前に死亡したときは代

襲者の子が相続人となる。

２．相続の放棄をした者の子は，放棄をした者を代襲して相続人となる。

３．判例によれば，相続に関する被相続人の遺言書を破棄した者は，破棄が相続に関する不当な

利益を得ることを目的とするものでない場合であっても，相続人となることができない。

４．遺言で推定相続人を廃除する意思が表示された場合は，遺言執行者は，遺言が効力を生じた

後遅滞なく家庭裁判所に推定相続人の廃除を請求しなければならない。

５．相続放棄の申述が家庭裁判所に受理された場合でも，相続の放棄に無効原因があるときは，

後日に訴訟において無効であることを主張することができる。
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〔第35問〕（配点：２）

Ａには妻Ｂとの間に子としてＣとＤがいて，Ｃには妻Ｅとの間に子としてＦとＧがいる場合にお

いて，Ａが死亡したときの相続に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№38］）

ア．Ａが死亡した時，Ｃは既に７年間生死が明らかでなく，Ａの死亡後Ｅの請求により家庭裁判

所が失踪の宣告をし，この審判が確定した場合には，Ａの相続人はＢＤＦＧである。

イ．Ｄが成年に達した後に第三者の養子となっていた場合には，Ａの相続人はＢＣである。

ウ．ＡはＣＦとともに同一の事故で死亡したが，これらのうちの一人が他の者の死亡後になお生

存していたことが明らかでない場合には，Ａの相続人はＢＤＧである。

エ．Ａが死亡する前にＥを祖先の祭祀を主宰すべき者に指定し，Ｅがこれを承諾していた場合に

は，Ａの相続人はＢＣＤＥである。

オ．Ａの請求により家庭裁判所がＣを廃除する審判をし，この審判がＡの生前に確定していた場

合には，Ａの相続人はＢＤである。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第36問〕（配点：２）

遺言に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№

39］，［№40］順不同）

１．公証人が遺言者に遺言能力があることを認めて公正証書遺言を作成した場合，相続人は，遺言

能力がなかったことを理由として公正証書遺言の無効を主張することができない。

２．公正証書遺言以外の遺言書について検認がされた場合，相続人は，遺言を無効とする事由があ

ることを主張することができない。

３．遺言は遺言者の死亡の時からその効力を生ずるものであり，停止条件を付した遺言をすること

はできない。

４．受遺者が負担付遺贈の放棄をしたときは，遺言者がその遺言に別段の意思を表示したときを除

き，負担の利益を受けるべき者が自ら受遺者となることができる。

５．判例によれば，遺言執行者がある場合には，相続人は遺言の執行を妨げるべき行為をすること

ができず，これに違反して相続人が遺贈の目的物についてした処分行為は無効である。

〔第37問〕（配点：２）

株式会社の募集設立に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさ

い。（解答欄は，［№41］，［№42］順不同）

１．発起人以外の者であっても，募集の広告に自己の氏名及び株式会社の設立を賛助する旨を記

載することを承諾したものは，発起人とみなされ，発起人の責任に関する会社法の規定の適用

を受ける。

２．設立時取締役を選任する創立総会の決議は，当該創立総会において議決権を行使することが

できる設立時株主の議決権の過半数であって，出席した当該設立時株主の議決権の過半数をも

って行う。

３．委員会設置会社を設立する場合には，創立総会の決議によって設立時執行役を選任しなけれ

ばならない。

４．定款は，公証人の認証を受けた後であっても，創立総会の決議によって変更することができ

る。

５．発起人によって払込みの取扱いの場所として定められた銀行は，払い込まれた金額に相当す

る金銭の保管に関する証明書を発起人に交付した場合，当該証明書の記載が事実と異なること

をもって成立後の株式会社に対抗することができない。



- 16 -

〔第38問〕（配点：２）

株式に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№

43］，［№44］順不同）

１．株式会社が株式の併合を行う場合，株主総会に先立って株式の併合に反対する旨を当該株式

会社に対し通知し，かつ，当該株主総会において当該株式の併合に反対した株主は，当該株式

会社に対し，自己の有する株式を公正な価格で買い取ることを請求することができる。

２．種類株式発行会社が株式無償割当てを行う場合，ある種類の株式の株主に対して，他の種類

の株式を割り当てることができる。

３．判例によれば，甲が乙に対して株式を譲渡した後，乙が株主名簿の名義書換をしていない間

に，甲が株式の分割により新株式を取得し，第三者に当該新株式を売却した場合，甲が乙に対

して売却代金相当額の金員の不当利得返還義務を負うことはない。

４．発行済株式の総数１０万株の株式会社が単元株制度を採用する場合，１単元の株式の数は，

５００を超えることができない。

５．株式会社を存続会社及び消滅会社とする吸収合併に際して吸収合併消滅株式会社の株主に吸

収合併存続株式会社の株式を交付する場合において，吸収合併存続株式会社が当該吸収合併消

滅株式会社の株主に対して交付しなければならない株式の数に１株に満たない端数があるとき

は，吸収合併存続株式会社は，その端数を切り捨てることができる。

〔第39問〕（配点：２）

新株予約権に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№45］）

ア．会社法上の公開会社がいわゆるストック・オプションとして募集新株予約権と引換えに金銭

の払込みを要しないで募集新株予約権を発行するには，募集事項の決定を株主総会の特別決議

によってしなければならない。

イ．募集に応じて募集新株予約権の引受けの申込みをした者は，募集新株予約権の払込金額の全

額を払い込まなくても，割当日に，発行会社から割り当てられた募集新株予約権の新株予約権

者となる。

ウ．新株予約権は，当該新株予約権を行使することができる期間が経過した場合には，消却の手

続を経ることなく，消滅する。

エ．新株予約権付社債について新株予約権発行無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した

場合，当該新株予約権付社債についての社債のみは，なお有効に存続する。

オ．株式会社を存続会社及び消滅会社とする吸収合併において，吸収合併消滅株式会社が発行し

た新株予約権の内容として，合併をする場合には当該新株予約権の新株予約権者に合併後存続

する株式会社の新株予約権を交付することとする旨が定められていたときは，その定めに従

い，当該吸収合併消滅株式会社が発行した新株予約権の新株予約権者に吸収合併存続株式会社

の新株予約権が交付される。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第40問〕（配点：２）

株式，新株予約権及び株式会社の発行する社債の異同に関する次の１から５までの各記述のう

ち，誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，［№46］，［№47］順不同）

１．株券，新株予約権証券及び社債券は，非訟事件手続法に定める公示催告手続によって無効と

することができる。

２．株券，新株予約権証券又は社債券の発行されていない株式，新株予約権又は社債（振替株

式，振替新株予約権又は振替社債を除く。）の譲渡は，その株式，新株予約権又は社債を取得し
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た者の氏名又は名称及び住所を株主名簿，新株予約権原簿又は社債原簿に記載し，又は記録し

なければ，株式会社その他の第三者に対抗することができない。

３．株式，新株予約権又は社債が２以上の者の共有に属するときは，共有者は，当該株式，新株

予約権又は社債についての権利を行使する者１人を定め，株式会社に対し，その者の氏名又は

名称を通知しなければ，株式会社が同意しない限り，当該権利を行使することができない。

４．株式，新株予約権又は社債の発行に当たり，募集事項の決定の内容として定める募集株式，

募集新株予約権又は募集社債の払込金額がこれらを引き受ける者に特に有利な金額であるとき

は，取締役は，募集事項の決定を行う株主総会において，当該募集をすることを必要とする理

由を説明しなければならない。

５．清算株式会社も，募集株式，募集新株予約権又は募集社債の発行をすることができる。

〔第41問〕（配点：２）

株式会社（清算株式会社を除く。）の機関に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っている

ものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№48］）

ア．監査役会設置会社は，取締役会を置かなければならない。

イ．会計監査人設置会社は，当該会計監査人設置会社が委員会設置会社である場合を除き，監査

役会を置かなければならない。

ウ．会社法上の公開会社でない大会社は，会計監査人を置かなければならない。

エ．会社法上の公開会社である大会社は，取締役会を置かなければならず，かつ，当該大会社が

委員会設置会社である場合を除き，監査役会も置かなければならない。

オ．委員会設置会社は，大会社であることを要しないが，会社法上の公開会社でなければならな

い。

１．ア オ ２．ア ウ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第42問〕（配点：２）

株主総会の決議要件に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。

なお，各記述は，株主総会において決議を要する場合であることを前提とし，かつ，各記述に係る

株式会社の定款には，別段の定めがないものとする。（解答欄は，［№49］，［№50］順不同）

１．取締役（累積投票によって選任された取締役を除く。）の解任の決議と，監査役の解任の決

議とは，決議要件が同じである。

２．事業の全部の譲渡に係る契約の承認の決議と，吸収分割株式会社においてする吸収分割契約

の承認の決議とは，決議要件が同じである。

３．会社の解散の決議と，吸収合併消滅株式会社においてする吸収合併契約の承認の決議とは，

決議要件が同じである。

４．株式の併合をしようとするときの決議と，株式の分割をしようとするときの決議とは，決議

要件が同じである。

５．株式会社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当該株式会

社の承認を要する旨の定款の定めを設ける定款変更の決議と，会社法上の公開会社でない株式

会社において，剰余金配当を受ける権利に関する事項について，株主ごとに異なる取扱いを行

う旨の定款の定めを設ける定款変更の決議とは，決議要件が同じである。
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〔第43問〕（配点：２）

取締役会設置会社の取締役に対する金銭の貸付けに関する次の１から５までの各記述のうち，誤

っているものを２個選びなさい。（解答欄は，［№51］，［№52］順不同）

１．金銭の貸付けを受けた取締役が弁済期限までに弁済せず，株式会社に損害が生じた場合にお

いて，当該貸付けに関する取締役会の承認の決議に賛成した他の取締役が当該株式会社に対し

て損害を賠償する責任は，当該取締役が職務を行うにつき善意で，かつ，重大な過失がないと

きは，株主総会の特別決議によって一定の限度で免除することができる。

２．金銭の貸付けが取締役会の承認を受けずにされた場合には，株式会社は，金銭の貸付けを受

けた取締役に対して，当該貸付けに係る契約の無効を主張することができる。

３．金銭の貸付けを受けた取締役が弁済期限までに弁済せず，株式会社に損害が生じた場合にお

いて，当該貸付けに関する取締役会の承認の決議に賛成した他の取締役は，その任務を怠った

ものと推定される。

４．判例によれば，株式会社の取締役が当該株式会社の全株式を所有し，当該株式会社の営業が

実質上当該取締役の個人経営のものにすぎないときであっても，当該株式会社が当該取締役に

対して金銭の貸付けをするためには，当該貸付けに関する取締役会の承認が必要である。

５．金銭の貸付けを受けた取締役が弁済期限までに弁済せず，株式会社に損害が生じた場合にお

いて，当該貸付けを決定した代表取締役は，職務を行うにつき責めに帰することができない事

由によるものであることを証明しても，当該株式会社に対して損害を賠償する責任を免れるこ

とができない。

〔第44問〕（配点：２）

監査役会設置会社の監査役及び委員会設置会社の監査委員の異同に関する次のアからオまでの各

記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№

53］）

ア．監査役及び監査委員は，いずれも，自己のために株式会社の事業の部類に属する取引をしよ

うとするときは，当該取引につき取締役会の承認を受けることを要しない。

イ．監査役が取締役に対して法令に違反する行為をやめることを請求するためには，監査役会の

承認を受けることを要しないが，監査委員が執行役に対して法令に違反する行為をやめること

を請求するためには，監査委員会の承認を受けなければならない。

ウ．監査役会設置会社が監査役に対して訴えを提起する場合には，代表取締役が当該監査役会設

置会社を代表し，委員会設置会社が監査委員に対して訴えを提起する場合には，株主総会で当

該訴えについて当該委員会設置会社を代表する者を定めたときはその者が，当該定めがないと

きは取締役会の定める者が，当該委員会設置会社を代表する。

エ．監査役を辞任した者及び監査委員を辞任した者は，いずれも，辞任後最初に招集される株主

総会に出席して，辞任した旨及びその理由を述べることができる。

オ．監査役はその職務を行うため必要があるときは，また，監査委員会が選定する監査委員は監

査委員会の職務を執行するため必要があるときは，いずれも，子会社に対して事業の報告を求

めることができる。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第45問〕（配点：２）

社外取締役，社外監査役及び会計監査人の異同に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っ

ているものを２個選びなさい。（解答欄は，［№54］，［№55］順不同）

１．社外取締役，社外監査役及び会計監査人は，いずれも，その会社に対する損害賠償責任につ

いて，定款の定めに基づく責任限定契約を会社と締結することができる。
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２．社外取締役，社外監査役及び会計監査人は，いずれも，常勤であることを要しない。

３．社外取締役，社外監査役及び会計監査人は，いずれも，取締役会に出席し，必要があると認

めるときは，意見を述べなければならない。

４．社外取締役，社外監査役及び会計監査人（監査法人を除く。）は，いずれも，会社の親会社で

ある委員会設置会社の監査委員を兼ねることができる。

５．社外取締役，社外監査役及び会計監査人は，いずれも，会社の子会社の会計参与（公認会計

士に限る。）を兼ねることができる。

〔第46問〕（配点：２）

委員会設置会社における計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書並びに連結計算書類に

関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№56］，［№

57］順不同）

１．委員会設置会社が作成しなければならない各事業年度に係る計算書類は，貸借対照表，損益

計算書，株主資本等変動計算書及び個別注記表である。

２．計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は，いずれも，監査委員会及び会計監査人

の監査を受けなければならない。

３．定時株主総会の招集の通知に際しては，取締役会の承認を受けた計算書類及び事業報告のみ

ならず，これらの附属明細書並びに監査委員会の監査報告及び会計監査報告も，株主に対して

提供されなければならない。

４．取締役会の承認を受けた計算書類についての会計監査報告の内容に無限定適正意見に係る事

項が含まれていれば，監査委員会の監査報告の内容にかかわらず，当該計算書類は定時株主総

会の承認を受けることを要しない。

５．各事業年度に係る連結計算書類を作成した委員会設置会社においては，当該連結計算書類の

内容及びその監査の結果は定時株主総会に報告されなければならないが，当該連結計算書類は

定時株主総会の承認を受けることを要しない。

〔第47問〕（配点：２）

株式会社を各当事会社とする合併に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個

選びなさい。（解答欄は，［№58］，［№59］順不同）

１．株主総会の決議による承認を要しない合併契約を除き，委員会設置会社の取締役会は，その

決議によって，執行役に当該合併契約の内容の決定を委任することができない。

２．新設合併において，新設合併設立株式会社は，合併契約に定められた新設合併がその効力を

生ずる日から２週間以内に，新設合併設立株式会社の設立の登記をしなければならない。

３．吸収合併において，吸収合併存続株式会社の反対株主が当該吸収合併存続株式会社に対し会

社法所定の手続に従って自己の有する株式を公正な価格で買い取ることを請求した場合，当該

株式買取請求の意思表示が当該吸収合併存続株式会社に到達した時に，当該株式買取請求に係

る株式の買取りは，その効力を生ずる。

４．新設合併において，新設合併設立株式会社の株式が１株も発行されないことは，あり得な

い。

５．吸収合併において，吸収合併消滅株式会社の反対株主が当該吸収合併消滅株式会社に対し会

社法所定の手続に従って自己の有する株式を公正な価格で買い取ることを請求した場合，当該

反対株主は，吸収合併契約に定められた吸収合併がその効力を生ずる日から３０日以内に，裁

判所に対し，価格の決定の申立てをすることができる。
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〔第48問〕（配点：２）

吸収分割に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№60］）

１．吸収分割株式会社は，その事業に関して有する権利義務の全部を吸収分割承継株式会社に承

継させた場合には，吸収分割がその効力を生ずる日に解散したものとみなされる。

２．吸収分割株式会社の反対株主は，吸収分割株式会社に対し，会社法所定の手続に従って，自

己の有する株式を公正な価格で買い取ることを請求することができるが，吸収分割の無効の訴

えを提起することはできない。

３．吸収分割承継株式会社が吸収分割株式会社の特別支配会社であるいわゆる略式分割において

は，当該略式分割が法令又は定款に違反する場合であって，吸収分割株式会社の株主が不利益

を受けるおそれがあるときであっても，当該株主は，当該吸収分割株式会社に対し，当該略式

分割をやめることを請求することができない。

４．吸収分割の無効は，吸収分割の効力が生じた日から６か月以内に，吸収分割の無効の訴えを

もってのみ，主張することができる。

５．吸収分割は，吸収分割の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定したときには，吸収分

割の効力が生じた日にさかのぼってその効力を失う。

〔第49問〕（配点：２）

株主代表訴訟に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№61］）

ア．株主は，株式会社に著しい損害が生ずるおそれがある場合には，株式会社に対する提訴請求

をすることなく，直ちに株主代表訴訟を提起することができる。

イ．株主代表訴訟は，株式会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所のほか，会社法上の公開会

社にあっては，当該株主代表訴訟を提起する株主の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所

にも提起することができる。

ウ．株式会社が取締役を補助するために株主代表訴訟に参加することは，できない。

エ．判例によれば，取締役が株式会社との取引によって負担することになった債務についての責

任は，株主代表訴訟により追及することができる。

オ．株主代表訴訟を提起した株主が敗訴した場合であっても，悪意があったときを除き，当該株

主は，株式会社に対し，これによって生じた損害を賠償する義務を負わない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第50問〕（配点：２）

会社の公告に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№62］）

ア．株式会社は，定款で公告方法を定めなければならない。

イ．公告方法は，株式会社については，官報に掲載する方法，時事に関する事項を掲載する日刊

新聞紙に掲載する方法又は電子公告のいずれかの方法に限られているが，持分会社について

は，当該持分会社の本店の公衆の見やすい場所に掲示する方法によることができる。

ウ．吸収合併において，吸収合併消滅株式会社が吸収合併の公告を，官報のほか，定款の定めに

従い電子公告によりするときは，知れている債権者に対する各別の催告は，することを要しな

い。

エ．株式会社が電子公告を公告方法とする旨を定める場合においては，事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告方法として，官報に掲載す

る方法又は時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法のいずれかを定めることが

できる。



- 21 -

オ．株式会社は，電子公告を公告方法とする場合には，定時株主総会の終結後遅滞なくしなけれ

ばならない貸借対照表の公告において，その要旨を公告することで足りる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第51問〕（配点：２）

商業帳簿に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№63］）

１．商人は，営業時間内に債権者から請求を受けたときは，商業帳簿の謄本を交付しなければな

らない。

２．商人は，商業帳簿を正確に作成しなければならないが，その作成の時期に制約はない。

３．商人は，商業帳簿として，会計帳簿のほか，貸借対照表及び損益計算書を作成しなければな

らない。

４．商人は，帳簿閉鎖の時から１０年間，その商業帳簿を保存しなければならない。

５．商人は，営業年度が終了した後遅滞なく，貸借対照表を公告しなければならない。

〔第52問〕（配点：２）

仲立営業に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№64］）

１．商行為以外の行為の媒介をすることを業とする民事仲立人は，当事者間で行為が成立したと

きは，当事者の氏名又は商号，行為の年月日及びその要領を記載した書面を各当事者に交付し

なければならない。

２．仲立人の報酬は，最初に行為の媒介を依頼した者が負担する。

３．仲立人は，別段の意思表示や慣習がない限り，その媒介している行為について当事者のため

に支払を受けることができない。

４．仲立人は，その媒介する行為に関して見本を受け取った場合でも，それを保管する義務を負

わない。

５．仲立人は，その媒介する行為が当事者間に成立する前に，報酬を請求することができる。

〔第53問〕（配点：２）

運送営業に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№65］）

１．湖上を航行する遊覧船の事業者が顧客と締結する契約には，商法第２編第８章に定める運送

営業に関する規定は，適用されない。

２．判例によれば，運送人は，運送品の全部が運送人の過失により滅失した場合には，荷送人又

は荷受人に損害が全く生じなかったとしても，引渡しがあるべき日における到達地の価格によ

って定まる額の賠償責任を負う。

３．判例によれば，宅配便の運送約款で運送人の荷受人に対する責任の限度額を定めたときは，

当該定めは，運送人の荷受人に対する債務不履行に基づく責任には適用されるが，運送人の荷

受人に対する不法行為に基づく責任には適用されない。

４．判例によれば，高価品の運送を委託した荷送人は，当該高価品の種類及び価額を明告しなか

ったとしても，当該高価品が，容積重量とも相当巨大であって，高価であることが一見明瞭な

品種である場合には，その滅失につき運送人に対し損害賠償を請求することができる。

５．旅客運送人は，旅客から無償で預かった手荷物が旅客運送人の従業員の過失によって毀損し

たとしても，当該従業員に対する監督を怠っていなければ，損害賠償の責任を負わない。
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〔第54問〕（配点：２）

約束手形の偽造及び変造に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤って

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№66］）

ア．偽造手形の振出行為を振出人とされた本人が追認した場合，当該振出行為は，当初より本人

に効力を生ずる。

イ．偽造手形が振り出された場合，受取人が偽造者に本人名義で手形を振り出す権限があると信

じるにつき正当な理由がなくても，受取人から当該手形の裏書譲渡を受けた第三者が，偽造者

にこのような権限があると信じるにつき正当な理由があれば，当該第三者は，本人に手形債務

の請求をすることができる。

ウ．約束手形が偽造されたことを知ってこれを取得した手形所持人に対しては，偽造者は，手形

上の責任を負わない。

エ．約束手形の支払期日が変造された場合においては，手形所持人が原文言を立証することがで

きないときは，原文言が判明しないことの不利益は，手形所持人に帰する。

オ．約束手形の受取人欄の記載が変造された場合，手形面上，変造後の受取人から現在の手形所

持人へ順次連続した裏書の記載があるときであっても，変造前の記載に従えば裏書が連続して

いなければ，現在の手形所持人が，当該約束手形の適法な所持人と推定されることはない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第55問〕（配点：２）

手形債権の消滅時効に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答

欄は，［№67］）

１．裏書人の他の裏書人及び振出人に対する手形上の請求権は，その裏書人が手形を受け戻した

日又は手形金請求の訴えを受けた日のいずれかの日から６月をもって，時効に罹る。

２．判例によれば，債務の支払のために手形の交付を受けた債権者が債務者に対し手形金請求の

訴えを提起したときは，原因債権についても，消滅時効の中断の効力が生ずる。

３．手形所持人の約束手形の振出人に対する手形債権の消滅時効が中断された場合，その手形保

証人に対する手形債権についても，消滅時効の中断の効力が生ずる。

４．判例によれば，受取人白地の手形による手形金請求の訴えを提起した場合でも，同訴訟の提

起時に，手形債権について消滅時効の中断の効力が生ずる。

５．判例によれば，約束手形の所持人と裏書人との間において裏書人の手形上の債務につき支払

猶予の特約がされた場合には，手形所持人の当該裏書人に対する手形上の請求権の消滅時効

は，当該猶予期間が満了した時から進行する。

〔第56問〕（配点：２）

筆界（境界）確定の訴えに関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤って

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№68］）

ア．甲地の所有者Ｘが甲地に隣接する乙地の所有者Ｙに対し，甲地と乙地の筆界（境界）確定の

訴えを提起した場合に，Ｙが甲地のうち筆界の全部に接する部分を時効取得したときには，筆

界の両側の土地がＹの所有に帰することになるから，Ｘは原告適格を喪失する。

イ．Ｘ所有の甲地とＹ１及びＹ２が共有する乙地が隣接する場合に，Ｘが甲地と乙地の筆界（境

界）確定の訴えを提起するときには，必ず共有者Ｙ１及びＹ２の両者を被告としなければなら

ない。

ウ．所有権に基づく土地明渡請求訴訟の係属中に，原告が被告に対し，原告の所有地とそれに隣

接する被告の所有地との筆界（境界）確定を求めて追加的に提起した訴えは，土地明渡請求訴

訟に関する中間確認の訴えには当たらない。
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エ．筆界（境界）確定の訴えの控訴審においては，不利益変更禁止の原則の適用はない。

オ．筆界（境界）確定の訴えにおいて，両当事者が隣接する土地の間にある溝の中央線を筆界と

する旨を合意した場合には，裁判所は当該合意に従って筆界（境界）を定めなければならない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第57問〕（配点：２）

裁判所書記官に関する次のアからオまでの各記述について，誤っているものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№69］）

ア．裁判所書記官には，支払督促を発する権限がある。

イ．裁判所書記官は，自ら訴状を審査し，不備があれば補正を命ずることができる。

ウ．訴訟記録の閲覧の請求は，裁判所書記官に対して行う。

エ．当事者が負担すべき訴訟費用の額は，第一審裁判所の裁判所書記官が定める。

オ．当事者が，訴訟の係属中，相手方に対し，主張又は立証を準備するために必要な事項につい

て，書面で回答するよう，書面で照会をする手続は，裁判所書記官を通じて行う。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第58問〕（配点：２）

裁判所の管轄に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。（解

答欄は，［№70］，［№71］順不同）

１．１００万円の請負代金請求と４０万円の売買代金請求とを併合して提起する訴えについて

は，簡易裁判所に事物管轄がある。

２．事物管轄に関して管轄違いがある場合には，被告が，第一審裁判所で管轄違いの抗弁を提出

せずに本案について弁論をしたときでも，応訴管轄は生じない。

３．土地の賃貸借契約書に合意管轄の条項がある場合，当該土地の所有者である賃貸人が当該土

地の無断転借人に対して当該土地の明渡しを求める訴えには，合意管轄の効力は及ばない。

４．移送の申立てを却下した決定に対しては，不服を申し立てることができない。

５．管轄権の存否に疑いがある場合には，裁判所は，職権で証拠調べをすることができる。

〔第59問〕（配点：２）

訴状を却下する命令に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№72］）

ア．訴状に，被告である株式会社の代表者の記載がない場合，相当の期間を定めてその期間に不

備を補正すべきことを命じた上でなければ，訴状を却下することはできない。

イ．原告が，訴えの提起の手数料を納付しない場合，直ちに訴状を却下することができる。

ウ．訴状を却下する命令が確定した場合，原告は，その不備を補正した上で，再度訴えを提起す

ることは妨げられない。

エ．提訴期間が法律で定められている事件の訴えが，提訴期間経過後に提起された場合，直ちに

訴状を却下することができる。

オ．訴えが提起された場合，被告にも判決を受ける利益があるから，訴状を却下する命令を発す

るためには，被告の意見を聴かなければならない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第60問〕（配点：２）

公示送達に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№73］）

１．公示送達は，当事者の住所，居所その他送達をすべき場所が知れない場合にのみ認められる。

２．公示送達は，訴状及び期日呼出状についてのみ行うことができ，判決書の送達は公示送達に

よることができない。

３．公示送達は，外国においてすべき送達については用いることができない。

４．公示送達は，裁判所の掲示場に掲示して行い，掲示と同時に送達の効力が生じる。

５．公示送達による呼出しを受けた者が，口頭弁論期日に欠席したときは，出頭した相手方当

事者の主張した事実を自白したものとみなされることはない。

〔第61問〕（配点：２）

準備的口頭弁論と弁論準備手続との比較に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っている

ものはどれか。（解答欄は，［№74］）

１．準備的口頭弁論には，受訴裁判所の構成員全員が関与しなければならないが，弁論準備手続

は，受命裁判官に行わせることができる。

２．弁論準備手続の結果は，その後の口頭弁論において陳述されなければならないが，準備的口

頭弁論の結果は，陳述される必要がない。

３．準備的口頭弁論の期日においても，弁論準備手続の期日においても，両当事者を呼び出して

立会いの機会を与えなければならない。

４．準備的口頭弁論の期日においても，弁論準備手続の期日においても，検証物の証拠調べをす

ることができる。

５．準備的口頭弁論の期日においても，弁論準備手続の期日においても，釈明処分として当事者

本人の出頭を命ずることができる。

〔第62問〕（配点：２）

次の【事例】を前提とし，自白の効力に関する後記１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に

照らし誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，［№75］,［№76］順不同）

【事 例】

Ｘは，Ａ所有の建物をＡから買い受けたと主張して，当該建物を占有しているＹを被告とし

て，所有権に基づき建物の明渡しを求める訴えを提起した。

１．Ｙが抗弁として，Ｘとの間で当該建物について使用貸借契約を締結した旨を主張し，Ｘがこ

れを認める旨を陳述した場合，Ｙの同意があっても，Ｘは，当該陳述を撤回することができな

い。

２．Ｙが抗弁として，Ａとの間で当該建物について，賃料１か月１０万円とする賃貸借契約を締

結した旨を主張した場合において，Ｘが，賃貸借契約締結の事実は否認しつつ，ＹがＡに毎月

１０万円の金員を支払っていたとのＹの主張部分は認める旨を陳述したときであっても，裁判

所は，ＹのＡに対する金員の支払の事実を判決の基礎としなくてもよい。

３．ＹがＡを賃貸人，Ｙを賃借人とする賃貸借契約書を提出して書証の申出をした場合におい

て，Ｘが，当該契約書は真正に成立したことを認める旨を陳述したときは，裁判所は，当該契

約書が真正に成立しなかったと認めることはできない。

４．Ｙが抗弁として，Ａとの間で当該建物について賃貸借契約を締結した旨を主張し，Ｘがこれ

を認める旨を陳述した場合，裁判所は，賃貸借契約締結の事実が存在することを判決の基礎と

しなければならない。
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〔第63問〕（配点：２）

証拠調べに関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№77］）

１．裁判所は，事案の解明に必要であると認めるときは，個人に対しても調査を嘱託することが

できる。

２．鑑定人が口頭で鑑定意見を述べる場合，当該鑑定人の意見陳述後の質問は，鑑定の申出をし

た当事者，相手方当事者，裁判長の順に行うのが原則である。

３．当事者本人の尋問をする場合において，当該当事者が宣誓をした上で虚偽の陳述をしたとき

は，裁判所は，制裁として尋問事項に関する相手方当事者の主張を真実と認めることができ

る。

４．裁判所外で検証を行った場合，検証の結果を証拠資料とするには，口頭弁論期日において，

検証調書を書証として取り調べなければならない。

５．当事者を異にする事件について口頭弁論が併合された場合において，併合前に尋問をした証

人について，併合後に再尋問をしたときであっても，併合前の当該証人の証言は，証拠資料と

なる。

〔第64問〕（配点：２）

自由心証主義に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№78］）

ア．自由心証主義は，職権探知主義による訴訟には適用されない。

イ．裁判官は，特定の事実が特定の結果発生を招来した関係について，高度の蓋然性があるとの

心証を抱いたときは，因果関係を認定することができる。

ウ．一方の当事者が提出した証拠を取り調べた結果は，他方の当事者がこれを援用しなくても，

他方の当事者にとって有利な事実の認定に用いることができる。

エ．裁判官は，自己の判断で経験則を取捨選択して事実認定を行うことができ，取捨選択の当不

当が上告理由となることはない。

オ．事実認定において，証拠調べの結果よりも口頭弁論の全趣旨を優先することは許されない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第65問〕（配点：２）

訴えの取下げに関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄

は，［№79］，［№80］順不同）

１．上告審においては，訴えを取り下げることができない。

２．原告側の固有必要的共同訴訟においては，原告の一人による訴えの取下げは効力を生じな

い。

３．判例によれば，詐欺脅迫等明らかに刑事上罰すべき被告の行為により訴えの取下げがされる

に至った場合であっても，当該訴えの取下げは有効である。

４．裁判所は，訴えの取下げの有効性について，職権で調査しなければならない。

５．判例によれば，訴訟外で訴えを取り下げる旨の合意が成立し，被告がその合意の存在を主張

立証した場合，裁判所は，請求棄却の判決をしなければならない。
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〔第66問〕（配点：２）

請求の認諾に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，［№

81］）

１．訴訟委任による訴訟代理人は，特別の委任を受けなければ，請求の認諾をすることができな

い。

２．賃貸借契約終了を理由とする建物明渡請求訴訟において，被告が，約定賃料の２年分に相当

する金額の立退料の支払と引換えであれば建物を明け渡してもよい旨を陳述したときは，請求

の認諾が成立する。

３．婚姻無効確認の訴えにおいては，請求の認諾は許されない。

４．給付請求の認諾が調書に記載されたときは，その記載には執行力が認められる。

５．請求の認諾をする旨の書面を期日外で裁判所に提出した被告が，口頭弁論，弁論準備手続又

は和解の期日に出頭しないときは，裁判所は，その旨の陳述がされたものとみなすことができ

る。

〔第67問〕（配点：２)

判決に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，

［№82］，［№83］順不同）

１．受訴裁判所が合議体である場合において，判決についての評議が終了した後に，評議に関与

した裁判官の一部が判決書に署名押印することができなくなっても，判決の成立は妨げられな

い。

２．当事者が主張した主要事実であっても，それが請求を明らかにするものでなく，また，主文

が正当であることを示すために必要な主張でもなければ，判決書に摘示しなくてもよい。

３．判決に法令違反があるときは，裁判所は，いつでも更正決定をすることができる。

４．判決の理由に食違いがあることは，絶対的上告理由に当たる。

５．請求の一部について判断を脱漏した判決に対して控訴が提起された後は，第一審裁判所は，

脱漏部分について追加判決をすることができない。

〔第68問〕（配点：２）

東京都目黒区に住所を有するＸは，自ら自動車を運転して横浜市内の交差点に差し掛かったとこ

ろ，静岡市に住所を有するＹの運転する自動車と衝突する交通事故に遭った。そこで，Ｘは，Ｙを

被告として，不法行為に基づく損害賠償を求める訴えを提起した。この事例に関する次の１から４

までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選びなさい。（解答欄は,［№84］，［№

85］順不同）

１．Ｘは，２５０万円の支払を求める訴えを静岡地方裁判所，横浜地方裁判所又は東京地方裁判

所に提起することができる。

２．Ｘが慰謝料の支払のみを求める場合，Ｘは，請求の趣旨として「被告は，原告に対し，裁判

所が相当と認める金額を支払え。」と記載すれば足りる。

３．Ｘが，５０万円の治療費及び２００万円の精神的損害が発生したとして，２５０万円の損害

賠償を求めた場合において，証拠調べの結果，６０万円の治療費，１００万円の精神的損害が

発生したと認定したときは，裁判所は，Ｙに１５０万円の支払を命じるにとどめなければなら

ない。

４．事故の発生について自己に２割の過失があったと考えたＸが，３００万円の損害の一部請求

である旨を明示して２４０万円の損害賠償を求めた場合において，裁判所が，Ｘには３００万

円の損害が発生していること及びＸに５割の過失があることを認定するときは，裁判所は，Ｙ

に１５０万円の支払を命じなければならない。
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〔第69問〕（配点：２）

反訴に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，

［№86］，［№87］順不同）

１．判例によれば，反訴請求が本訴請求又はこれに対する防御方法と関連しない場合には，反訴

は不適法である。

２．判例によれば，土地の占有に基づく占有保持の訴えが係属している場合，被告は，所有権に

基づく土地明渡しを求める反訴を提起することができる。

３．本訴の係属する裁判所とは別の裁判所を専属管轄とする旨の合意がある請求については，こ

れを反訴の目的とすることはできない。

４．判例によれば，控訴審において第一審で認められた防御方法に基づいて反訴を提起する場

合，相手方の同意は不要である。

５．少額訴訟において，交通事故の損害賠償請求がされたときは，被告は，同一事故に基づく損

害賠償請求の反訴を提起することができる。

〔第70問〕（配点：２）

選定当事者に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，

［№88］）

１．選定当事者の選定は，訴訟の係属前においてもすることができる。

２．選定当事者が当事者となった訴訟の確定判決の既判力は，選定者にも及ぶ。

３．選定当事者が訴訟の係属中に死亡したときは，その相続人が選定当事者の地位を承継する。

４．弁護士以外の者を選定当事者に選定する場合であっても，裁判所の許可は必要でない。

５．固有必要的共同訴訟の係属中において，共同訴訟人の一部がその中から選定当事者を選定す

ることは許される。

〔第71問〕（配点：２）

独立当事者参加に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解

答欄は，［№89］，［№90］順不同）

１．独立当事者参加の申出は，原告及び被告双方を相手方としなければならず，当事者の一方の

みを相手方とすることは許されない。

２．独立当事者参加がされた訴訟においては，原告，被告又は参加人の一人について中断の事由

が生ずると，すべての者との関係において訴訟手続が中断する。

３．判例によれば，上告審における独立当事者参加の申出は，許されない。

４．独立当事者参加がされた訴訟において原告が脱退した場合，原告と被告との間の請求との関

係で訴訟係属は遡及的に消滅し，原告が脱退前にした主張立証は，以後の訴訟における裁判資

料とならない。

５．判例によれば，債権者が債務者に対する甲債権を被保全債権とし，債務者が第三債務者に対

して有する乙債権に基づく金銭の支払を求めて債権者代位訴訟を提起した場合，債務者が債権

者に対し甲債権の不存在を主張し，第三債務者に対し乙債権に基づく自己への金銭の支払を求

めて独立当事者参加をすることは許されない。
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〔第72問〕（配点：２）

訴訟の承継に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄

は，［№91］,［№92］順不同）

１．貸金返還請求訴訟の係属中に，原告が死亡し相続人が訴訟を承継した場合，訴え提起による

時効中断の効力は承継人に及ぶ。

２．貸金返還請求訴訟の係属中に，訴訟の目的である貸金債務について，第三者による免責的債

務引受けが行われたため，原告の申立てに基づき，当該第三者に訴訟を引き受けさせる旨の決

定がされ，原告が当該第三者に対する請求を定立した場合には，その後の訴訟は被告側の必要

的共同訴訟となる。

３．土地所有権に基づく建物収去土地明渡請求訴訟の係属中に，建物が被告から第三者に譲渡さ

れた場合，裁判所は，原告の申立てがあっても，当該第三者に訴訟を引き受けさせることがで

きない。

４．判例によれば，土地賃貸借契約の終了を理由とする建物収去土地明渡請求訴訟の係属中に，

第三者が被告から建物の一部を賃借し，当該建物の一部及び建物敷地の占有を承継した場合，

裁判所は，原告の申立てがあっても，当該第三者に訴訟を引き受けさせることができない。

５．貸金返還請求訴訟の係属中に，貸金債権が原告から第三者に譲渡された場合，裁判所は，被

告の申立てにより，当該第三者に訴訟を引き受けさせることができる。

〔第73問〕（配点：２）

控訴に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，

［№93］，［№94］順不同）

１．二つの請求が併合されている訴訟において，第一審裁判所がそのうちの一つの請求について

判決をした場合には，当事者は，残りの請求についての判決を待たなければ，控訴を提起する

ことができない。

２．判例によれば，第一審裁判所が，訴えを不適法として却下するとの判決をした場合には，請

求棄却の判決を求めた被告は，控訴の利益を有する。

３．請求を一部認容した第一審判決に対し，原告が控訴を提起した場合，控訴裁判所は，訴訟要

件がないと判断すれば，不利益変更禁止の原則にかかわらず，訴えを却下することができる。

４．判例によれば，請求の客観的予備的併合の訴訟で，主位的請求を棄却して予備的請求を認容

した第一審判決に対して被告のみが控訴を提起した場合でも，控訴裁判所は主位的請求の当否

を判断することができる。

５．控訴裁判所は，訴えを不適法として却下した第一審判決を取り消す場合，第一審裁判所にお

いて本案の審理が尽くされていれば，事件を第一審裁判所に差し戻さなくてもよい。

〔第74問〕（配点：２）

上告の手続に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№95］）

ア．最高裁判所に上告がされた場合において，上告人が主張している事由が上告理由に該当しな

いことが明らかなとき，最高裁判所は，決定で，当該上告を棄却することができる。

イ．最高裁判所への上告は，判決に憲法解釈の誤りがあることその他憲法の違反がある場合のほ

か，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある場合に限り許される。

ウ．請求を全部認容する旨の控訴審の判決に対して上告がされた場合，被上告人は，請求を拡張

するため，附帯上告をすることができる。

エ．上告裁判所は，職権調査事項を除いて，原判決において適法に確定された事実に拘束され

る。
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オ．高等裁判所が上告審としてした終局判決に対しては，憲法違反を理由として最高裁判所に対

して更に不服を申し立てることができる。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ


